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リファレンスレビュー研究動向編

路」を締結した国々との間での経済協力を推し進

めていると主張している。これは、中国政府が考

える中国が主導権をとって世界貿易システムを構

築しようという考えかもしれない。

今問題となっている米中の貿易戦争は、単なる

中国の対米貿易黒字削減の問題ではなく、世界経

済の中でのアメリカの覇権が中国へと移っていく

のか、アメリカが覇権を持ち続けるのかをめぐる

米中の争いともいえる。確実に技術力を向上し、

中国を中心とした世界貿易システムを構築しよう

としている中国に対して、トランプ政権はどのよ

うな中長期の技術戦略、貿易戦略を構築するので

あろうか。技術的にアメリカに追いついてくる中

国に対して、アメリカはどのような技術戦略で対

抗するのか、またそのような技術戦略のもとでど

のような世界貿易システムを構築しようとするの

か。日本、EUはアメリカ、中国の技術戦略、世
界貿易システムに対してどう対応していくのか。

重要な選択が求められるであろう。

【Reference Review 64-4 号の研究動向・全分野から】

金融危機を防ぐために

総合政策学部教授 朴 勝俊

米国発金融危機から 10年以上が、また EUの政
府債務危機・銀行危機から 8年以上が経過した。
金融危機の再発を防ぐために、また再発したとし

てもその影響を最小限にするために、すでに様々

な措置が検討され、実施されてきた。本稿では、

その全体像を見渡す手助けとなる論文を 3つ紹介
したい。

金融機関の連鎖的な破綻を引き起こすシステ

ミックリスクを防ぐために、マクロプルーデンス

政策と称される一連の規制がある。危機発生国で

ある米国では、オバマ政権のもとで金融規制改革

法（ドッド・フランク法）が 2010年に導入され
た。若園（2018）「トランプ時代の米国金融規制」
は、この法律に含まれるマクロプルーデンス政策

の内容（システミックリスクの監視・予測を担う

機関の設立や、システム上重要な金融機関の規制

など）を紹介した上で、この法律をめぐるオバマ

政権と議会共和党との攻防と、トランプ政権下で

の一部改正に至った経緯を詳しく説明している。

その結論は、トランプが規制を骨抜きにしたとい

うイメージに反して、法改正は共和党と民主党の

歩み寄りによる現実的な対応であったとするもの

である。金融危機後、急遽策定されたこの法律に

は、十分な議論を踏まえずに策定された条項も複

数あり、それらが見直されたことが肯定的に評価

されている。

日本では、銀行法・保険業法・金融商品取引法

（証券業）といった別個の法律で、業態別の金融

規制が行われてきた。しかし現在では、コンビニ・

チェーンが傘下に銀行業を営み、IT企業なども
様々な金融サービスを提供するなど、大きな状況

変化のなかで、規制のあり方の再検討が求められ

ていた。金融財政事情（2018）では、昨年 6月 19
日に公表された金融制度スタディ・グループの「中

間整理」の内容が、金融庁の担当者らの寄稿によっ

て分かりやすく説明されている。旧来の業態別の

規制から、決済・資金供与・資産運用・リスク移

転といった機能別に業態横断的な規制を行う体制

への転換と、同一の機能・同一のリスクには同一

のルールという原則の確保が「中間整理」の内容

であり、今後このような方向で規制改革が行われ

る可能性がある。

欧州連合（EU）のユーロ圏はある意味で、最も
金融制度が脆弱な地域である。通常、民間銀行に

とっては国債がもっとも安全な資産である。基本

的に、通貨発行権を持つ政府が自国通貨建てで発

行した国債が、（その政府の意志に反して）債務

不履行（デフォルト）になることはないためであ
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る。しかし、通貨発行権を欧州中央銀行（ECB）
に委譲したユーロ加盟国が発行する国債は（最も

健全とされるドイツ国債でさえ）、事実上の外貨

建てであり、財政状況が大幅に悪化すれば債務不

履行を免れない。その国債が価値を失えば、それ

を多く保有する民間銀行の財務状況が悪化し、最

悪の場合には債務超過となりかねないが、銀行を

政府が救済すると財政状況がさらに悪化する。つ

まりユーロ圏では、政府の財政危機と金融危機の

負の連鎖が起こる可能性が無視できないのであ

る。金子（2018）は、そのような事態を防ぐため
の EU銀行同盟の構築に向けた取り組みを紹介し
たものである。銀行同盟は、銀行のリスク軽減の

ための規制、破綻処理メカニズム、共通の預金保

険などからなる。欧州の銀行同盟は、加盟国間の

経済的・政治的な利害の不一致のために順調に発

展してきたわけではなく、「時々の社会・政治情

勢に大きく翻弄されながら、一進一退を繰り返し

てきた」ことが、そしてまだまだ道半ばであるこ

とがよく分かる。
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【Reference Review 64-5 号の研究動向・全分野から】

Brian Bell, Anna Bindler and Stephen Machin (2018), 
‶Crimes Scars: Recessions and the making of criminals", 

Review of Economics & Statistics, 100(3): 392-404.

産業研究所准教授 アンナ・シュラーデ

Recessions have a long-lasting effect not only 
on the economy, but also on society. Studies have 
highlighted recessions’ impacts on topics as diverse 
as fertility, divorce rates, domestic violence incidents, 
health, happiness and workers’ long-term wages and 
career paths. 

The most common tenor of such studies is that 
due to economic instability and lower salaries, people 
postpone both child-birth and divorce (as both events 
have negative financial impacts), have worse mental 
and physical health (both self-reported and measured), 
and commit more violent acts within the family. The 
majority of research analyses the economic effects 
of recessions on individual workers, pointing out 
that economic downturns have detrimental effects on 
income and career progressions – in many cases, not 
only during the recession itself, but over decades.

Most scholars, such as Bianchi (2013) who analysed 
the effects of the Great Depression (2007-2009) on 
the new labour force in the US, thereby predominantly 
focus on the job prospects and economic well-being 
of university graduates. The impact of recessions on 
people with lower educational achievements – students 
leaving school during or after high school – is a subject 
that has received scant attention. The recent study by 
Brian Bell, Anna Bindler and Stephen Machin is an 
exception, as it focuses exclusively on young students 
who leave (high) school during a recession. They argue 
that recessions lead to the “making of career criminals", 
as the title of their 2018 paper suggests. Highlighting 
that such people are “significantly more likely to lead a 
life of crime" than their peers with equal qualifications 
entering the labour market during economic growth 
periods, they reveal that even short-lived recessions can 


